
2025年へのカウントダウン
～医療計画見直し～

国際医療福祉大学大学院教授
武藤正樹



目次

•パート１
• 医療計画見直し

•パート２
• 第7次医療計画と課題

•パート３
• 療養病床の今後



パート１
医療計画の見直し

医療計画とは医療提供体制の基本計画





1985年





医療圏とは？



全国349医療圏（2010年）





第５次医療計画～4疾患5事業ごとの
医療提供や連携体制の構築～
（2008年～2012年）

•４疾病
–①がん
–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病

•5事業
–①救急医療
–②災害医療
–③へき地医療
–④周産期医療
–⑤小児医療



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会
医療計画作成指針の改正案等につい

て議論

改正指針
等を都道
府県へ提
示

第6次医
療計画の

策定

第6次医
療計画
の実施

2008年～2012年（第5次医療計画の5年間）
第6次医療
計画



第6次医療計画見直し等検討会
（2013年～2017年）

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授

• 神野 正博 全日本病院協会副会長

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事

• 末永 裕之 日本病院会副会長

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院
教授

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



4疾患5事業の見直しの方向性

•４疾病
–①がん
–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病
–⑤精神疾患

２次医療圏見直
し

• 5事業
–①救急医療
–②災害医療
–③へき地医療
–④周産期医療
–⑤小児医療
–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する



第6次医療計画見直しの方向性

•①医療圏見直し

•②数値指標の見直し

•③精神疾患を５疾患目に追加

•④医療従事者の確保に関する事項

•⑤災害時における医療体制の見直し

•⑥在宅医療に係わる医療体制の充実・強化



①医療圏見直し

•医療圏
• 都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所
の病床の整備を測るべき地域的単位として区分する医
療圏を定めることとする

• １９８５年第１次医療法改正で導入
• ３次医療圏

• 都道府県単位 ５２医療圏（北海道６医療圏）
• 特殊な医療を提供（高度救命救急センター、都道府県がん診
療連携拠点病院等）

• ２次医療圏
• ３４９医療圏（2010年4月現在）
• 一般の入院医療に係わる医療を提供
• 地理的条件、患者需要、交通事情等



２次医療圏見直し

•見直しの背景
• 高速交通体系、医療情報の受発信・共有基盤の整備

• 市町村合併の進展で１３圏域の過半数が１～2市町
村で構成、二次医療圏（広域市町村圏）の趣旨に合
わなくなってきた

•二次医療圏の見直し（新潟県の例）
• 13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



新潟県における二次医療圏見直し
13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



人口、流入流出でみた
二次医療圏のパターン

110医療圏（離島９を除く）
人口17.6±26.1万人
面積1290±1116Km２
人口密度306±826人/Km2

流出型

98医療圏
人口51.5±42.7万人
面積42.4±353Km２
人口密度2922±3967人/Km2

流入出型

108医療圏（離島３島を除く）
人口42.8±40.6万人
面積1566±1384Km2
人口密度 466±790人/Km2

自己完結型

20医療圏
人口52．3±57.3万人
面積950±764Km2
人口密度120±2500人/Km2

流入型

患者流入率（％） 20％

患
者
流
出
率

２０％



人口２０万人未満で、
流出率２０％以上、流入率
20％未満の医療圏を見直す

ことになった







宮城県二次医療圏の再編



パート２
第7次医療計画と課題

2018年～2023年（6年間）
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2016年

地域医療構想



第7次医療計画見直し検討会

2016年11月9日 医療計画見直し等に関する検討会
（座長遠藤久夫 学習院大学経済学部長）



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るため
の基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導
入（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整
（2015年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10
月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階
的に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立



地域包括ケアシステム病床機能分化と連携 同時進行



第7次医療計画と医療介護一括法

•医療介護一括法（2014年4月）
•地域医療構想（地域医療計画の一環）の導入

• 二次医療圏と地域医療構想区域

• 基準病床数と地域医療構想の必要病床数の整合性

•地域包括ケアシステムの導入
• 地域医療計画と介護保険事業計画と関係性

• 介護保険事業計画3年間サイクルに合わせるために
地域医療計画に見直しを6年間に



第7次医療計画の課題

•課題①医療圏見直し

•課題②基準病床数見直し

•課題③5疾患・5事業＋在宅医療と指標
• 5疾患：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿
病、精神疾患

•課題④総合確保方針



課題①
医療圏見直し







http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/05/スライド314.jpg








課題②
基準病床見直し



http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/09/スライド214.jpg




平均在院日数は直近の病院報告の平均在院日数から
5年間で10％減とする直近の病院報告における年間

の病床利用率

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/07/スライド120.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/07/スライド211.jpg


平均在院日数のブロック差
• 平均在院日数の地域ブロック差

• 東北や近畿、九州では平均在院日数は想定どおり短縮していない

• 逆に想定より早いスピードで短縮している地域もある

• このため平均在院日数は、地方ブロックごとの経年変化を踏
まえた日数を設定することになった
• その際、平均在院日数が全国平均を下回る場合は当該ブロックの直
近6年の短縮率を用い、上回る場合は「全国地＋α」と当該ブロック
の直近の短縮率を比較し、より高い短縮率を用いることになった。

• 「α」は地域差を是正するために適した値を今後定めるとしている。

• 病床利用率
• 一般病床の分では76％を下限に、療養病床の分母では９０％を下限
とすることになった。

• （これまで一般病床は80％、療養病床は93％）



http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/07/スライド314.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/07/スライド119.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/07/スライド46.jpg


地域医療構想に関する
ワーキンググループ

9月23日「第3回地域医療構想に関するワーキンググループ」

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/09/IMG_8643.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/09/スライド115.jpg


課題③5疾患・５事業

• 第6次医療計画では5疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗
塞、糖尿病、精神疾患）、5事業（救急医療、災害医療、
へき地医療、周産期医療、小児医療）＋在宅医療

• 第７次医療計画でも5疾患、５事業を引き継ぐ

• 第7次医療計画では、「5疾病・5事業」に追加して、ロ
コモティブ・シンドロームとフレイルが検討対象とし
て上がった。いずれの対策も重要という点では委員の
意見は一致したが、「5疾病・5事業」への追加は見送
られた。

• ただ、都道府県が必要と認める場合には対策を盛り込
むことができ、フレイル等の対策は「保健・医療・介
護（福祉）の総合的な取り組み」として記載すること
になる。



がん

• がん診療の均てん化
• がん診療連携拠点病院や地域がん診療病院の整備により、こ
れまでの拠点病院空白2次医療圏は2014年4月108か所あったも
のが、2016年4月にはその数は75か所に減少した。

• 一方、最新のゲノム医療や高度な放射線治療機器（粒子線治
療機器）などをすべての拠点病院で実施する体制の整備は非
現実的であることから、これらの拠点施設の連携や集約化も
必要とされた。

• このため医療計画の進捗を評価するための指標としては「拠
点病院のない2次医療圏における地域がん診療病院の整備状
況」を追加する。

• さらに現在例示している「診療ガイドライン等に基づき作成
されたクリティカルパスを整備している医療機関数」を「地
域連携クリティカルパスに参加している登録医療機関数およ
び適応患者数」に改める必要性も指摘された。

• がん対策の具体的内容については「がん診療提供体制
のあり方に関する検討会」で検討を行う。



全国がん拠点病院 427箇所
（2018年4月現在）

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/10/スライド15.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/10/スライド25.jpg


脳卒中

•「急性期治療（搬送後1時間以内のｔ－PA治療
や脳血管内治療）」などを踏まえた医療提供体
制を構築する

•脳卒中後の要介護状態の患者を減らすために、
発症早期のリハビリテーション、回復期、維持
期のリハビリにも切れ目なく移行できるよう、
医療機関相互の連携を図る。評価のための指標
としては「脳梗塞に対する脳血管内治療の実施
件数」などを加える。



http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/10/スライド35.jpg


急性心筋梗塞

•急性心筋梗塞は疾病名を「心筋梗塞等の心血管
疾患」に見直し、回復期、慢性期を含めた医療
体制を整備する。そして医療機関だけでなく、
かかりつけ薬剤師・薬局の活用を含め連携を図
る。新たな指標には「来院90分以内に冠動脈再
開通達成率」、「心臓リハビリテーション実施
件数」を追加するほか、「慢性心不全患者の再
入院率」など、回復期・慢性期についての指標
も今後追加する予定である



糖尿病と精神疾患

• 糖尿病
• 発症予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進する。
医療機関や薬局、保険者などが連携し、健診者・治療中
断者へ受診勧奨する体制を構築する

• 医療従事者が地域での健康づくりや疾病予防に参加でき
る機会も確保する。

• 新規指標には「糖尿病透析予防指導管理料の算定件数」
などを追加する。

• 精神疾患
• 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向け、
重層的な連携による支援体制を整える

• 多様な精神疾患ごとによる対応を可能にするため、各医
療機関の機能を明確化し、「都道府県・２次医療圏を集
計単位とした指標」を追加する。



糖尿病性腎症の重症化予防の取り組みに関する事業を行っている保険者に
インセンテイブを与える

糖尿病重症化予防と保険者機能強化

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/10/スライド43.jpg


課題④
総合確保方針



http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/03/スライド35.jpg


医療計画と介護保険事業計画
の整合性
• 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推
進するための関係法律の整備等に関する法律」
（医療介護一括法）
• 「2018年度より始まる第7次医療計画から、事業年度を6
年間とする（現在は5年間）」ことで、介護保険事業
（支援）計画（事業年度は3年間）との整合性をとるこ
とされている。

• 医療介護総合確保推進法
• 医療計画と介護保険事業（支援）計画の整合性を図るた
めに、これら計画の上位指針（地域における医療及び介
護を総合的に確保するための基本的案方針、総合確保方
針）を策定することを国に指示。

• 厚労省は医療介護総合確保促進会議を設置し、2014年9
月に総合確保方針を策定した。



総合確保方針
• 総合確保方針の位置づけ

• 医療計画と介護保険事業計画の基本的な方針・指針が策定され、
これに沿って医療計画と介護保険事業支援計画が策定される

• 総合確保方針は両計画の上位指針となっている

• 総合確保方針
• 大きく次の4部で構成されている。

（1）地域における医療及び介護の総合的な確保の意義・基本
的な方向

（2）医療計画基本方針・介護保険事業計画基本指針の基本と
なるべき事項、都道府県計画・医療計画・都道府県介護保険
事業支援計画の整合性の確保

（3）都道府県計画・市町村計画の作成と整合性の確保

（4）新たな財政支援制度（基金）に関する事項

• 例えば（2）では、医療計画と介護保険事業（支援）計画
に齟齬や隙間が出ないよう、「両計画の区域」や「基礎
データ」などに整合性を確保するよう指示

• さらに、医療・介護の連携を強化するための取り組みを図
るよう求めています。



総合確保方針

• 2018年度からの新医療計画・介護計画に向け、総
合確保方針を見直し

• 現在、総合確保方針に沿って基金の運営や、医
療・介護サービス提供体制の整備などが進んでい
ますが、新たな医療計画（第7次）と介護保険事業
（支援）計画（第7期）から本格的な医療・介護連
携がスタートする

• 両計画は2018年度からスタート。あわせて2018
年度には診療報酬と介護報酬の同時改定も控えて
いる

• これらが整合性を持って計画・実行される必要が
あるため、厚労省は「総合確保方針に漏れている
部分はないか」を確認し、必要な見直しを行う



2016年 2017年

2018年

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/03/スライド43.jpg


2016年

2017年度 2018年度

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/05/スライド115.jpg


http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2016/05/スライド215.jpg


パート３
療養病床の今後

2017年療養病床廃止期限が迫る



療養病床の在り方等に関する検討会

2015年7月10月
医政局、老健局、保険局合同開催





2011年度末で廃止



2017年度末



2017年度末までに廃止

14万床



介護療養病床
の住宅転換
は？

介護療養病
床の老健転
換はむりす
じ

介護療養病床
はナーシング
ホームに



医療法人による特養設置
の規制緩和を！

新類型



社会保障審議会・療養病床特別部会
2016年10月26日











２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！
～

•武藤正樹著

•医学通信社

•Ａ５判 ２７０頁、２８００
円

•地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ
向けての医療・介護トピック
スetc

• 2015年9月発刊



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

